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令和３年１２月２０日 

保 健 福 祉 政 策 部 

保 健 福 祉 政 策 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症対応医療機関等支援事業の一部変更について 

 

１ 主旨 

 新型コロナウイルス感染症については、令和３年６月末から始まった第５波を経験し、

過去最大の感染者数や病床のひっ迫などの事態が生じた。現在、新規感染者数については

抑えられているものの、今後、新たな変異株やブレイクスルー感染等による感染拡大など

も想定される。こうした中、感染拡大に備え、住み慣れた地域で安心して医療を受けられ

る地域医療体制の確保を図るため、令和４年１月より令和３年度医療機関支援事業を一部

変更して実施する。 

 

２ 令和３年度事業の概要 

（１）病床確保支援【変更】 

  新型コロナウイルス感染症専用病床を確保した医療機関において、区民がその病床を使

用した場合に補助を実施している。補助事業を実施する医療機関のうち、重症患者の入院

を受け入れる医療機関は１病院であるが、病床ひっ迫時には、入院を受け入れた患者が重

症化した場合に、転院先が見つからず、そのまま自院にて対応せざるを得ない状況が続き、

各医療機関の負担が増加したため、重症及び中等症Ⅱの症状を有する区民の対応を行った

医療機関に対し、補助額を増額する。 

  ①対象となる医療機関 

   ア）国や都により新型コロナウイルスの入院医療機関として位置づけがされた区内の 

     病院及び有床診療所（感染症指定医療機関（結核指定医療機関を除く。）、東京都 

感染症診療協力医療機関、東京都感染症入院医療機関、新型コロナウイルス感染症 

重点医療機関・協力医療機関） 

  イ）その他、区長が特に認める病院及び有床診療所 

※国又は自治体が設置者の医療機関を除く。（自衛隊中央病院【防衛省】、都立松沢病院 

【東京都】が該当） 

  ②交付の要件 

   新型コロナウイルス感染症患者及びその疑いのある者のみが使用することができる 

   病床を区民が使用すること。 

  ③補助額 

    区分 補助額 

ア） 重症の区民が病床を使用 １日につき１床あたり２４，０００円 

イ） 中等症Ⅱの区民が病床を使用 １日につき１床あたり１６，０００円 

ウ） その他の症状の区民が病床を使用 １日につき１床あたり ８，０００円 

  ※当該医療機関が対象医療機関に位置付けられている期間に限る。 
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（２）発熱外来等の運営支援【継続】 

 発熱外来等の運営支援として、PCR検査の検体採取を行う医療機関に対し、衛生資材等

の確保等に必要な相当額について支援を行う。 

 ①対象となる医療機関 

  区内の病院又は診療所（国又は地方自治体が設置者のものを除く。）であり、PCR検 

査について行政検体の受け入れ、または保険診療による検査を行うことのできる医療 

機関であること。 

 ②交付の要件 

  以下について、いずれかを満たすこと。 

   ア）区内で帰国者・接触者外来を運営していること。 

   イ）発熱、咳等の新型コロナウイルス感染症の疑似症状を有する患者を主に取り 

扱う外来の診療を１日に３時間以上かつ月に１０日以上実施し、かつ当該外来 

を実施していることをホームページ等で周知すること。 

   ウ）訪問診療については、発熱・咳等の疑似症状を有する患者に対して月４回以上 

の訪問の実績があるもの。 

 ③補助額 

次に掲げる一方の額 

 区分 補助額 

ア） 帰国者・接触者外来を行う医療機関 １か月につき ２００，０００円 

イ） その他の医療機関 １か月につき １００，０００円 

 

（３）休業・縮小施設の再開支援【継続】 

医療機関の従業員（医師、看護師、技師、事務員等）又は入院患者に新型コロナウイル

ス感染症にり患又はその疑いがある者が発生したことにより、外来診療の一部又は全部の

休診、病床の一部又は全部の使用を停止し、その後、補助期間中に再開した医療機関を支

援する。 

 ①対象となる医療機関 

  ア）従業員等の感染による休診に対する再開支援 

区内の病院又は診療所（無床診療所については、本事業による発熱外来等を運営し 

ていること。） 

  イ）従業員等の感染による病床使用停止中の経営継続支援 

   区内の病院または有床診療所 

 ②交付要件 

 ア）従業員等の感染による休診に対する再開支援 

以下の全ての要件に該当すること  

・休診の原因が当該医療機関の従業員又は入院患者に新型コロナウイルス感染症 

患者及びその疑いのある者が発生したこと。 

    ・休診していなければ、外来診療（１日３時間以上）または訪問診療が予定されてい

たこと。 
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・補助期間内に外来診療等を再開すること。 

イ）従業員等の感染による病床使用停止中の経営継続支援 

以下の全ての要件に該当すること 

・病床使用停止の原因が、当該医療機関の従業員又は入院患者に新型コロナウイ 

ルス感染症患者及びその疑いのある者の発生であること。 

・補助期間内に病床の使用を再開するものであること。 

③補助額 

ア）従業員等の感染による休診に対する再開支援 

休診した１ラインごとに、休診した日１日につき４１,７００円 

※休診しなければ３時間以上の診察または訪問診療が予定されていた日に限る。 

※無床診療所については、１診療所を１ラインとし休業開始日より１４日間中の 

診療予定日数を上限とする。 

イ）従業員等の感染による病床使用停止中の経営継続支援 

使用を停止した病床１つ・使用しなかった日１日につき８,０００円 

   ※なお、ア）・イ）とも、休診期間または病床の使用停止期間と、り患者または疑い 

のある者の健康観察期間中のいずれか短い期間を助成期間とする。 

 

（４）新型コロナウイルス感染症回復後患者の転院等受入支援【変更】 

重症化した区民が入院できる病床を確保することを目的に、新型コロナ回復後患者（以下、

「回復後患者」とする。）を区内病院から受け入れる施設に対して補助を実施している。 

 令和３年度より開始した補助事業であるが、令和３年４月から９月までの実施状況では、

区内で重症患者を受け入れる病院が少ないため、区内病院よりも区外病院から回復後患者を

受け入れることが多いことが判明した。 

そのため、重症化した区民が入院できる病床を確保するため、区外病院から区民の転院を

受ける医療機関等へも支援を実施する。また、転院受入れ施設においては、リハビリ等の実

施のため、転院後の入院日数が長期化しているケースが多く見受けられるため、補助対象日

数を延長し、受入れを促進する。 

 

  ①対象となる施設 

  ア）転院元病院 

   区内で新型コロナウイルス感染症患者の入院を受入れる医療機関 

  イ）転院先施設 

   区内の転院元病院より新型コロナウイルス感染症回復後患者の転院を受け入れる、 

区内の医療機関等 

 区外の新型コロナ入院受入医療機関より新型コロナウイルス感染症回復後患者の 

区民を受け入れる区内の医療機関等 

   ※国又は地方自治体が設置者のものを除く。 

 ②交付要件 

  ・転院元病院が退院基準を満たしたと判断した日より３日以内に速やかに転院を 

行うこと 
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  ・同一病院内の転床については新型コロナウイルス感染症回復後患者が、退院できな 

い合理的な理由が存在する場合、転院先補助のみ対象とする。 

 ③補助額 

区分 補助額 

転院元病院 患者１名につき  １２，０００円 

転院先受入施設 患者１名１日につき ８，０００円（転院後２０日間まで） 

  ※自衛隊中央病院【防衛省】、都立松沢病院【東京都】については転院元の施設対象 

となるが補助については実施しない。 

 

３ 補助期間 

 変更については、令和４年１月１日からを対象とし、事業については、令和４年３月３１

日まで実施する。 

 

４ 所要経費 

 本事業の変更に伴う予算の増額等はおこなわない。 

 所要経費 合計５８４,７１４千円 

 ※歳入予算は、全額について新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当。 

 

５ 令和３年度事業 第１期及び第２期（令和３年４～９月）実績（調整中） 

（【 】内は令和２年度事業（令和２年２月～令和３年３月）実績） 

病床確保支援 
実施医療機関数 確保された病床数（計）  区民使用延べ病床数 

9【8】病院 173【166】床 10,660【9,423】床 
 
 

   

発熱外来の 

設置・運営 

支援した医療機関数 PCR 検査（保険診療） 抗原検査（保険診療） 

75【33】医療機関 39,934 回  16,044 回 
 
 

   

休業・縮小施

設の再開支援 

支援した医療機関数 停止病床への補助 休診に対する補助 

4【6】医療機関 870【6,839】床 58【428】日 
 
 

   

回復後患者の 

転院等受入支援 

登録医療機関 転院受入補助日数 転床補助日数 

転院受入 8 病院 

転床 8 病院 
40 日 431 日 

 

６ 今後のスケジュール（予定） 

  令和３年 １２月下旬～ 事業実施病院への周知、区ホームページ等による周知 

  令和４年  １月３１日 第３期（１０月１日～１２月３１日）実績報告締め切り 

３月３１日 第４期（ １月１日～ ３月３１日）実績報告締め切り 


